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小金井市人事行政の運営等の状況小金井市人事行政の運営等の状況をを

お知らせしまお知らせしますす
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小金井市人事行政の運営等の状況小金井市人事行政の運営等の状況をを
お知らせしまお知らせしますす

　地方公務員法の規定により、地方公共団体における人事行政の公正性・透明
性を高めるため、人事行政の運営等の状況を公表することが義務付けられてい
ます。
　市では、小金井市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、市
職員の給与・定員管理等のほか、職員の採用、退職の状況や勤務条件などを公
表しています。
　なお、この内容は市ホームページでもご覧いただけます。
問合先　職員課人事研修係（☎０４２−３８７−９８０８）、給与に関することについて
は職員課給与厚生係（☎０４２−３８７−９８０９）、定員適正化計画については企画政
策課企画政策係（☎０４２−３８７−９８２６）

⑴採用者数および退職者数の状況（平成２７年度） （人）
退職者数採用者数

職　種 合計任期
満了

死亡
退職失職懲戒

免職
分限
免職

普通
退職

定年
退職合計任期付一般職

１３１００００１０２２１　２１９事務職
１４４００００　８２２４１６　８技術職
　１０００００　０１　０　０　０技能職
２８５００００１８５４５１８２７合　計

※　分限免職＝公務能率を維持する目的で職をやめさせたものです。
※　懲戒免職＝職員の非違行為に対して懲戒処分として職をやめさせたものです。
※　失職＝地方公務員法第１６条（欠格条項）に該当した場合、職員でなくなることです。
※　任期満了＝任期付職員がその任期を終えることです。

１職員の任免および職員数に関する状況

⑶定員適正化計画の数値目標および実績 （人）
平成２９年度平成２８年度
計画策定中６６１計画数（目標）

３職員の給与の状況
⑴総括
①人件費の状況（平成２７年度普通会計決算・速報値）

平成２６年度
人件費比率

人件費比率
（Ｂ／Ａ）人件費Ｂ実質収支歳出額Ａ住民基本

台帳人口
１６.６％１５.３％５,９０８,７９１千円１,５４２,００２千円３８,５４２,２０６千円１１７,９７８人

※　住民基本台帳人口は、平成２８年１月１日現在の人数です。

②職員給与費の状況（平成２７年度普通会計決算・速報値）
１人当たり
給与費
Ｂ／Ａ

給与費
職員数Ａ 合計Ｂ期末・

勤勉手当職員手当給　料

６,１７８千円３,８３６,６７５千円９３２,９７５千円７０３,６４２千円２,２００,０５８千円６２１人
※　職員数は、平成２７年４月１日現在の人数です。また、職員手当には退職手当を含みま
せん。

※　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が
含まれ、職員数には当該職員を含んでいません。

③ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）
類似団体平均全国市平均小金井市
９９.１９８.８１０２.１平成２４年
９８.７９８.５１０２.６平成２５年
９８.７９８.６１０２.７平成２６年
９８.９９８.７１０１.０平成２７年

※　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較
するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国
の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数です。
※　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単
純平均したものです。

※　平成２４年および平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法
による給与減額措置がないとした場合の値です。

⑵職員の平均給与月額、初任給等の状況
①職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況（平成２８年４月１日現在）
一般行政職

平均給与月額
（国比較ベース）平均給与月額平均給料月額平均年齢区　分

３６６,７２４円４２１,２２６円３０１,２００円３９.３歳小金井市
３９８,１０７円４５２,０４１円３１６,６８２円４１.６歳東京都

技能労務職
公務員区　分 平均給与月額（国比較ベース）平均給与月額平均給料月額平均年齢

３８０,９３６円３９１,３９６円３２６,４００円４８.３歳小金井市
３６４,０３３円３９５,３９６円２９２,７２９円４８.８歳東京都

※　平均給料月額＝平成２８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均額で
す。

※　平均給与月額＝給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤
務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
いて明らかにされているものです。

※　平均給与月額（国比較ベース）＝比較のため国家公務員と同じベース（時間外勤務手
当等を除いたもの）で再計算したものです。

②職員の初任給の状況（平成２８年４月１日現在） （円）
東京都小金井市区　分
１８１,２００１８１,２００大学卒一般行政職 １４４,６００１４４,６００高校卒
１４２,０００１４２,０００高校卒技能労務職

※　この初任給のほか、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当などが支給されます。

２職員の競争試験および選考の状況
⑴採用試験実施状況（平成２７年度） （人）

合格者受験者応募者職　種区分
２５１５８１９５一般事務

上級職 １４７建築技術
１６１０土木技術
３１０１２一般事務（身体に障がいのある方対象）

中級職 １１８１９栄養士
１１２１４児童厚生員
２９９学童保育指導員※

（注）　 平成２８年４月採用分（ただし、※印は平成２８年５月採用分）

⑵昇任試験実施状況（平成２７年度） （人）
合格者申込率受験申込者選考区分 合計女男全体女男合計女男

１０１９３３.０％１３.９％４３.３％３４５２９係長職・専任主査職
１３５８３９.１％２２.９％６６.２％６８２５４３主任職
０００　０.０％　０.０％　０.０％０００統括技能長職
１０１４０.０％４０.０％４０.０％６２４技能長職・専任技能主査職
０００２３.５％２０.０％２５.０％４１３技能主任職
２４６１８３６.２％２１.３％５１.３％１１２３３７９合　計

②部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在） （人）

主な増減理由対前年
増減数

職員数区　分 平成２８年度平成２７年度
害０１０１０議　　会

一
般
行
政
部
門

普
通
会
計
部
門

再任用職員退職補充による増４１３６１３２総　　務
欠員補充による増１５０４９税　　務
育児休業代替任期付職員採用による増１３２２８２１５民　　生
浅川清流環境組合への職員派遣による減△３５５５８衛　　生

害０１１農林水産
害０６６商　　工

東京都への派遣研修による増４５６５２土　　木
害１９５４２５２３小　　計

公民館東センター委託化による減△１９７９８教　　育
害１８６３９６２１小　　計

育児休業代替任期付職員採用による増２１１９下 水 道公
営
企
業
等

会
計
部
門

再任用職員退職補充による増１４２４１そ の 他
害３５３５０小　　計

〈参考〉人口１万人当たりの職
員数　５８.４７人２１６９２

（７９０）
６７１
（７９０）合　　計

※　職員数にはフルタイム勤務の再任用職員を含みます。
※　（　）内は条例定数の合計です。

平成28年度 0 20 56 95 113 86 79 72 91 42 33 2 （人）
平成23年度 0 23 107 103 71 82 67 85 40 34 92 0 （人）
今年度の構成比 0.0 2.9 8.1 13.8 16.4 12.5 12.3 10.4 13.2 6.1 4.8 0.2 （％）
５年前の構成比 0.0 3.3 15.2 14.6 10.1 11.6 9.5 12.1 5.7 4.8 13.1 0.0 （％）

0人

20人

40人

60人

80人

100人

120人

0％
2％
4％
6％
8％
10％
12％
14％
16％
18％

今年度の構成比
５年前の構成比

平成28年度 平成23年度

60
歳
以
上

56
〜
59
歳

52
〜
55
歳

48
〜
51
歳

44
〜
47
歳

40
〜
43
歳

36
〜
39
歳

32
〜
35
歳

28
〜
31
歳

24
〜
27
歳

20
〜
23
歳

20
歳
未
満

③年齢別職員構成の状況（平成２８年４月１日現在）

⑵職員数の状況
①職員数の状況（各年４月１日現在） （人）

内訳
正職員

内訳
理事者区分 主事職主任職係長職課長

補佐職課長職部長職教育長副市長市長

３２０１４８１３４９４７１２６７０１１１３平成２７年度
３４３１４５１３４０５５１２６８９１１１３平成２８年度

計派遣職員臨時職員非常勤嘱託職員再任用職員区分
１０９０39827343平成２７年度
１１００９9２27５３２平成２８年度


